
１．事業者の概要

 経営事業者の名称

 法人所在地

 代表者氏名

 電話番号

 ＦＡＸ番号

 認可年月日／認可番号

２．事業の目的と運営の方針

 事業の種類

 事業の目的

 事業所の名称

 管理責任者名

 サービス管理責任者名

 事業所の所在地

 主たる対象者

 事業所の運営方針

 電話番号

 ＦＡＸ番号

 電子メ－ル

 ホ－ムペ－ジ

 開設年月日

 入所定員

就労移行支援事業重要事項説明書

　この重要事項説明書は、社会福祉法第７６条及び第７７条の規定に基づき、文章により説明を行うものです。

　社会福祉法人ゆずりは会は、利用者に対して就労移行支援サービスを提供致します。

　施設・設備の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明致します。

社会福祉法人　ゆずりは会

前橋市青梨子町６６８番地２

理事長　　関根　嘉明

０２７－２２５－２６２２

０２７－２５２－０９３９

平成１７年　７月１１日　　群馬県指令障第８０４－１号

就労移行支援事業所・平成２６年６月１日指定

地域社会を構成する一員として生産活動をおこない、高工賃と就労支援を
目的として、利用者の社会的・経済的参加を促すことを目的とします。就労
移行の場として２年で就労移行することを目指します。

就労移行支援事業所菜の花

小淵　久徳

小淵　久徳

前橋市青梨子町３７９番地１

 知的障害者及び精神障害者

　
利用者は、個人のもっている能力に応じて経済活動を行う中で、社会的な
自立に必要な身辺処理や健康の保持、人との関わり方を身につけるよう努
めてください。個々の状況に応じて、個別支援計画を策定し、長期目標・短
期目標の設定をして、利用者の自立を支援します。

０２７－２２６－６０９０

０２７－２２６－６１２６

nanohana2014@roes.plala.or.jp

http://yzrh.nomaki.jp/

平成26年6月1日
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３．事業所の概要

　（１）　事業所

 構     造 事務所棟 木造平屋建　　作業棟　鉄骨造平屋建

 敷地面積 １，７２７㎡

 延床面積 ４７１．７０㎡ １１５．９３４㎡

　（２）　主な設備　

 設備の種類

玄関・ホール 19.45

 医務室 4.14

 事務室 39.12

応接・ 相談室 11.18

 休憩室・食　堂 32.39

 厨　房 9.1

 男トイレ 16.93

 女トイレ 13.93

車いすトイレ 4.69

　（３）　職員体制

 管理責任者 1 0.2

 サービス管理責任者 1 0.3

 職業指導員 2 1.5

 生活支援員 1 1

就労支援員 1 1

 医師（嘱託） 1

 事務員 0.5

４．開所日及び開所時間

別棟：作業棟

面積（㎡） 設備の種類 面積（㎡）

軽作業室 142.32

静養室 4.14

男更衣室 9.53

女更衣室 9.53

職種 員数（人）
区分 常勤換

算後の
職員

指定基準
常勤 非常勤

1
常勤

1

2
1.6

1

1 0.6

1 嘱託

1 -

（１）　開 所 日　　平日、土曜日、祝日

（２）　開所時間　　８：４５　～　１６：３０

（３）　休    日　　日曜、１２月２９日～１月３日



５．就労移行支援サービスの概要

　利用料金が訓練等給付費から給付されるサービスについて（訓練等給付費支給対象サービス）

　（１）　日中活動にかかわる支援　（就労移行に向けた支援）

種　類

 　　就労支援、
施設外就労、施設外支援

 社会活動支援

　（２）　社会生活にかかわる支援

種　類

 コミュニケーション

 人間関係

　（３）　保健医療にかかわる支援

種　類

 通院・治療

　訓練等給付費（市町村から支給される代理受領額及び定率負担として市町村が定めた額を合わせたもの。）の範
囲内でサービスの内容は以下のとおりです。

　なお、利用者個々人について提供するサービスの内容については、個別支援計画に基づくものと致します。

内　　容

 作業支援

生産活動、受託作業、販売活動等をとおして就労移行支援を行います。

　現在の作業種目は下記の通りです

　　　・農作業　　・ＰＣ解体作業　　・委託作業（除草・清掃・洗濯たたみ作業
他）

 工賃の支給
経済活動の対価として工賃をお支払いいたします。工賃は工賃規程に基づ
いてお支払い致します。

就労のための講座を設けて職業習慣の育成を行いながら、就労に向け関係
機関と連携し実習・就職を支援致します。実施については個別支援計画書
に基づき行います。

利用者の状態に応じて、自治会活動や権利行使に関わる本人活動を支援
いたします。また、利用者の生活を豊かにするために、必要な社会経済活
動への参加も支援致します。

内　　容

利用者個々の能力に応じて、様々な手法により意思を伝達することができる
よう支援致します。

 情報提供
社会参加を図る一環として、個別的な説明を含め、有益で必要な情報を利
用者へ提供させていただきます。

必要な人的・物的な環境調整とともに、円滑な人間関係を築くための社会性
を養うことができるよう支援致します。

 相談及び援助

利用者及びその法定代理人からの相談については、必要に応じて支援を
行うよう努めます。苦情解決に関する業務を行います。

＜相談窓口＞　サービス管理責任者・職業指導員・生活支援員

内　　容

 健康管理

常に利用者の健康の状況に注意すると共に、定期健康診断を実施し、その
記録を個別に保存し、健康管理に活用していきます。

健康に関する情報を、入所時に保護者等から聞き取りを行い、必要に応じ
てかかりつけ医や嘱託医等の助言を受けながら健康管理計画を作成し、支
援を行います。

通常の作業活動が困難な症状の発症等に留意し、必要に応じて通院、家
族への連絡等を速やかに行います。

利用者が自らの健康の増進と体力の維持向上を図れるよう、健康な生活を
営む態度や習慣について支援します。

就労移行支援サービス時間内に発生した事故や急病について、治療が必
要な場合は通院いたします。また、家庭治療を超えない範囲で簡単な治療
を行います。尚、その他の通院に関しては原則として利用者自身（ご家族）
で行っていただきます。



　（４）　利用者負担額の受領事務、訓練等給付費請求事務、上限管理事務

社会生活上の便宜

利用者自治会費

調理実習

＜　その他　＞

サービス提供記録の保管 契約の終了後、法に定める期間保管します。

サービス提供期間の閲覧 施設の休日を除く毎日９時から１７時

サービス提供記録の複写の交付 複写に際しては、１枚につき２０円いただきます。

６．苦情申立先

　　（１）苦情の受付

    （２）苦情受付の報告・確認

　　（３）苦情解決のための話し合い　　

   なお、第三者委員の立ち会いによる話し合いは、次により行います。

　　　　　ア．第三者委員による苦情内容の確認

　　　　　イ．第三者委員による解決案の調整、助言

          ウ．話し合いの結果や改善事項等の確認

    （４）群馬県「運営適正化委員会」の紹介

・ご利用時間　：9:00～17:00（施設の休日を除く）

・電話番号　：０２７－２２６－６０９０

・担当者が不在の場合は、施設職員へお申し出ください。

　苦情受付箱を設置しておきますのでご利用ください。

　 市町村及び県に対して、訓練等給付費代理受領に係る請求事務及びその関係業務として上限管理事務及
び利用者の負担額に関する業務を行います。

＜　訓練等給付費支給外サービス　＞

・ 毎日の配食弁当（昼食）についての取りまとめと集金、支払の代行を行いま
す。

・利用者は相互に協力して、自治会を運営してください。職員はその補
佐をし、会計を代行します。利用者自治会事業として、行事の運営やお
やつの提供、日常生活での課題解決のための協議を行います。

＜　利用者の選定により提供するサービス　＞
・食生活の自立や栄養についての知識を高めるため、調理実習を行いま
す。

　社会福祉法第８２条の規定により、社会福祉法人ゆずりは会では、利用者からの苦情に適切に対応する体制
を整えています。菜の花における苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を下記により設置し、苦情
解決に努めます。

　苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受付けます。なお、第三者委員に直接苦情を申し
出ることもできます。

   苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委員への報告を
拒否した場合を除きます）に報告いたします。第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に対して、報告を受けた
旨を通知します。

　苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申出人は、第三者
委員の助言や立ち会いを求めることができます。

  菜の花で解決出来ない苦情は、群馬県社会福祉協議会（０２７－２５５－６６６９） に設置された運営適正化委員
会に申し立てることができます。

 苦情解決委員会

・窓口担当者　：工藤あゆ美

・苦情解決責任者　：小淵　久徳（管理者）



・第三者委員　儘田博雄（教員）　　電話027-255-1516（前橋高等養護学校）

 新井有希子（教員）　電話027-363-5156

＜高崎市  障害福祉課＞　電話　027-321-1245

＜渋川市　社会福祉課＞　電話　0279-22-2111

＜吉岡町  健康増進課＞　電話　0279-54-3111

＜榛東村　保健福祉課＞　電話　0279-54-2211

＜上野村　保健福祉課＞　電話　0274-59-2309

＜みなかみ町　町民福祉課＞　電話　0278-62-2111

＜沼田市　社会福祉課＞　電話　0278-23-2111

＜中之条町　住民生活課＞　電話　0279-75-8818

 県の窓口

権利擁護センター

障害者権利擁護センター

７．虐待防止のための措置

７．協力医療機関

８．非常災害時の対策

 非常時の対応

※　カーテン等は防火性のあるものを使用しております。

消防署に届出をしています。

防火管理者： 小淵　久徳

 

市役所
町村役場の福祉課

＜前橋市　障害福祉課＞　電話　027-220-5711

群馬県障害政策課　電話　027-226-2632　(施設支援グループ)

ぐんま地域福祉権利擁護センター　電話　０２７－２５５－６２２６

群馬県障害権利擁護センター　電話　０２７－２８９－３１２７

　本事業所では、虐待防止のための体制を整備するとともに、利用者に対する虐待を早期に発見し、適切な対
応を図るため、次の措置を講じています。
①　虐待防止に関する責任者の選定　　　　　　　［虐待防止に関する責任者］　管理者　小淵　久徳
②　職員に対する虐待防止を啓発するための研修
③　成年後見制度の利用支援
④　苦情解決体制の整備

　協力医療機関は、治療を必要とする場合に協力を依頼している医療機関です。ただし、優先的な診療・入院治
療を保証するものではございません。かかりつけ医師での特別な対応が必要な場合はご連絡下さい。

 協力医療機関

嘱託医  ：　医療法人　さるきクリニック　　猿木　和久院長
　　　　前橋市青梨子町１７８番地　　電話　027-210-7171

協力病院  ：　前橋赤十字病院　　宮崎　瑞穂院長
　　　　前橋市朝日町三丁目２１番３６号　電話 027-224-4585

当ゆずりは会の消防計画及び地震災害時マニュアルより対応いたします。

 防災訓練

年に４回、避難訓練を実施し、防災に対する意識を高めます。
利用者が緊急な場面に於いて、円滑な避難が遂行できるための注意力や
機敏な行動を促すと共に、障害などに応じた個別な避難行動を職員が理解
し、緊急時の適切な対応を実行できるよう訓練を行います。

 防災設備
消火器、自動火災報知器、誘導灯、誘導標識、消防機関へ通報する火災
報知設備、非常警報器具、夜間警備

 消防計画



９．利用の際に留意していただく事項

 喫煙

 動物飼育

 衛生保持

 防災対策

　　就労移行の場としての快適性や安全性を保つため、次に掲げる事項についてご留意ください。

 設備・器具の利用

事業所内の設備、器具は本来の用途に従ってご利用ください。これに反し
た利用により破損等が生じた場合は賠償していただくことがあります。

本人・対物損害賠償保険にご加入下さい。

喫煙は決められた時間に決められた場所でお願いいたします。

 貴重品の管理
利用者の所有する貴重品につきましては、ご自分の責任において管理して
いただくことが原則です。紛失等の事故に対する責任は、施設で負うことは
出来ません。

 宗教・政治・営利活動
利用者の思想・信教は自由ですが、他の利用者や職員に対し、迷惑を及ぼ
すような宗教活動、政治活動、営利活動はご遠慮下さい。

事業所内へのペットの持ち込みについてはご遠慮ください。

 健康維持 健康診断、医療にかかる検査は特別な事情がない限りお受け下さい。

事業所内の清潔、整頓、その他環境衛生の保持にご協力下さい。

火災予防の規律に関しては特に注意を払い、必ずお守りくださるようお願い
いたします。

保護者・地域・後援会
利用者の生活を充実するために家族や地域の方が自主的に会の運営をし
ております。特別な事情がない限りは、入会をお願いいたします。

 その他

利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上必要があると認
められる場合、必要な措置をとる場合がありますのでご了承ください。

その場合、ご本人のプライバシー等の保護については十分な配慮をいたし
ます。

退所後は速やかに持ち込み物品をお引取り下さい。残置物を引き渡す場合
は実費をいただきます。



１０．利用料

項　　目

利用者自治会費

調理実習食材費

＜　訓練等給付費支給対象サービス利用料金　＞

　　事業所の利用にともなう利用料金は、各人の負担能力に応じて市町村長が定めた本人負担金と事業者が定
めた利用料金の合計です。徴収方法は下記の通りです。

＜　訓練等給付費対象外サービス利用料金＞

・     以下のサービスについては、利用料金をいただきます。

標準月額　上限 日　　額

１，０００円 日々のおやつ代を含む、行事等運営費

                               　１，０００円　　　　　　　　　　　　　　　調理実習食材費　：６０～３００円／回
※メニューによる

＜　利用者負担金の支払い方法　＞

   上記利用料金の支払いは、１ヵ月毎に計算し、翌月１０日までに請求しますので、指定された日（翌月２０日）ま
でに以下の方法でお支払いください。指定した支払い以外は、自動口座引き落としでお願いします。

お支払い方法

自動口座引き落とし
※手数料はかかりません。

ご利用できる金融機関

金融機関名　：　前橋市農業協同組合　清里支所

店舗番号　：　４５４４－０１６

口座番号　：　０００７９５８

口座名　：　社会福祉法人　ゆずりは会菜の花　理事長　関根　嘉明



　　平成　　　　　　年　　　　　月　　　　　　日

　　利　　用　　者 住　　　所　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印

 　保　護　者 住　　　所　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（　法定代理人　）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印

続　　　柄　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　平成　　　　　　年　　　　　月　　　　　　日

　　事　　業　　所 住　　　所　　   　             前橋市青梨子町３７９番地１

社会福祉法人ゆずりは会

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　 　　　　障害福祉サービス事業所　菜の花

説　明　者　　　  　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　施設長　　小淵　久徳 印

　私は、本書面にもとづいて　社会福祉法人ゆずりは会の職員　（職名　サービス管理責任者
氏名　小淵　久徳　）から、上記重要事項及びサービス利用説明書の説明を受け、指定障害福祉
サービスの提供開始に同意いたします。

　　当ゆずりは会は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　様　に対する就労移行支援サービスの提供にあ
たり、上記の通り重要事項及びサービス利用説明書について説明しました。



  私的契約利用料及び訓練等給付費利用者負担金等について

１【　訓練等給付費自己負担分　】

　 市町村より交付された受給者証に記された自己負担額となります。

　 訓練等給付費は、市町村より代理受領します。訓練等給付費は６８６単位です。

　【　利用者負担上限額管理加算　】

【　その他の加算　】

　・　福祉専門職員配置等加算Ⅲ　　　　６単位

　・　就労移行準備支援体制加算Ⅰ　４１単位

　・　福祉・介護職員処遇改善加算　1月につき＋所定単位×６７/１０００

  ・  訪問支援体制加算　　　　　１時間未満　１８７単位　　１時間以上　２８０単位

  ・　送迎加算Ⅱ　　　　　　　　１回　１０単位

  ・　就労支援関係研修修了加算　　　　　６単位

  ・　移行準備体制加算Ⅱ　　　　　　１００単位

【　初期加算と欠席時対応加算　】

　利用者自己負担分は、利用日の日数を月末に集計し、翌月にご請求をします。

　振り込み方法等は、重要事項説明書をご参照下さい。

２　【　食　費　及び　自治会費　】

　　食費及び自治会費は毎月の利用料の際に集計して、翌月にご請求をします。

3　【　地域区分　】

　　7級地　10.18円

　昼食は、お弁当などをご用意頂くか、配食のお弁当をとりまとめておりますので、必要な方は
申し出て下さい。（月・水・金：３１５円、火・木・土：３２９円）
また調理実習の実費月上限額１，０００円を徴収させていただきます。

　利用者の自治会費として月額１，０００円をいただき、行事などの自治会の運営費や毎日のお
やつ代とします。

訓練等給付費を請求する際には、厚生労働大臣が定める各市町村の地域区分に応じた一単位の単価を
乗じて請求します。

　市町村から給付の認定を受けて居宅事業所等を利用している場合には、利用者負担上限額内で
利用ができる場合があります。その場合、利用者負担上限額管理加算として月１回を限度として
１５０単位の加算があります。

　ゆずりはでは、規定に沿って給付が可能な加算を以下のとおり訓練等給付費に加えて、市町村
へ請求をします。

　ゆずりはの利用を開始した日から３０日間は、特別加算として一律の日額３０単位（一日の利
用者負担額が３０円）加算されます。

　また、本人都合で欠席をした場合の欠席時加算について１日９４単位、１ヶ月につき４日間を
上限として加算があります。
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